2016年9月7日～8日
小池氏、平沢氏と緊急事態を議論、野党共闘、臨時国会の論点、共謀罪、年明け解散論、民主党代表選、高江、川内原発、社説（中日「防衛予算」、秋田魁・信濃毎日「民進党代表選」、東京「今、憲法を考える(9)ルソー…」）
現状は「武器でない」　比に供与の大型巡視船

東京新聞2016年9月8日 朝刊

 　政府は、フィリピン沿岸警備隊に供与することを決めた全長約九十メートルの大型巡視船二隻について、現状では「武器」に当たらないと説明している。二隻ともこれから設計・建造を始めるため、搭載する装備が未定で、武器に該当するかどうか判断できないという理由からだ。完成後には武器に認定される可能性が高い。

　大型巡視船の供与は、六日にラオスで行われた日フィリピン首脳会談で、安倍晋三首相がドゥテルテ大統領に表明した。

　これとは別に、政府が八月から順次、フィリピンに供与している全長四十メートルの巡視船十隻は、操縦室の周囲を防弾用の装甲板で覆っているため、武器として扱っている。

　外務省の国別開発協力第一課によると、船が武器に該当するかどうかは、防弾用の装甲や銃砲などの軍用装備の有無で判断する。大型巡視船は、巡視船十隻よりも強力な装備を搭載するとみられる。

　安倍政権は二〇一四年四月に防衛装備移転三原則を決定し、平和目的や国際協力を理由とした武器輸出を解禁した。三原則は、輸出先の国が日本に無断で武器の目的外使用や第三国移転をしないよう義務付けている。外務省によると、大型巡視船も武器に認定されれば、三原則の適用対象となる。　（新開浩）

しんぶん赤旗2016年9月8日(木)

緊急事態条項で徹底討論　改憲草案のなかでも危険性が高い　ＣＳ番組で小池氏

　日本共産党の小池晃書記局長は５日、テレビ朝日のＣＳ番組「津田大介　日本にプラス」に出演し、安倍政権が改憲のテーマとして狙う緊急事態条項について自民党の平沢勝栄衆院議員と討論しました。

　小池氏は、基本的人権の制限を可能にする緊急事態条項について「実質上の戒厳令だ。国会にはからずに、首相が法律と同等の政令を出すことができるようになる。自民党の改憲草案のなかでもきわめて危険性が高い」と指摘。同改憲草案が緊急事態条項の発動要件を「内乱等」「その他の法律で定める緊急事態」などと曖昧に書いていることを示し、「なんでもありだ。発動理由も、どういう政令を出すかも制限はない。こんな条項は世界の（他国の）緊急事態条項だってない」と批判しました。

　平沢氏は、改憲草案に関して「野党時代に一応のたたき台としてつくったものにすぎない。一応の案ですから」などとごまかしながら、緊急事態条項については「大きな目的のために権利が制限されることもありうる。全ての権利を守ることを前提にし、国が滅びたらどうにもならない」と正当化。災害などを例にあげ「想定外の時は超法規的に対応しなければならない」と述べました。

災害救助とは逆行

　小池氏は「災害時に必要なのは、国の権限を強化することではなく、実際に災害対策にあたる自治体に権限や情報を思い切っておろすことこそ重要で、国の権限強化は自治体に情報が届かなくなるなど災害救助対策と逆行する」と指摘。災害など緊急時の法制は整備されており、東北弁護士会連合会会長は、震災対応の遅れは行政による事前の備えの不十分さにあったとして、災害を名目にした緊急事態条項創設に反対する声明を発表していることも紹介しました。

　平沢氏は憲法に緊急事態条項を設け、具体的な人権制限に関しては「法律で決めることになる」と発言しました。

　小池氏は、現行憲法は基本的人権をまず守らなければならないとしたうえで、国民の人権と人権がぶつかりあう場合には調整するという考え方（＝公共の福祉）で、災害など緊急時の法制も整備されてきたことを強調。一方で、緊急事態条項は人権制限を前提にしていると指摘し、「憲法の大原則を揺るがしている」「『人権を制限して良い』とタガを外したら、本当に危険な法律が出てくる可能性がある」と述べました。

　さらに自民党改憲草案が現行憲法の「公共の福祉」の規定を「公益及び公の秩序」に置き換えていることもあげて、「国の大きな目標のもとに、人権の制約を甘んじろというものだ。基本的な考え方を転換している」と語りました。

　「感染症がまん延しているときには、強制的に退去させなければならない」などと人権制限の必要性をあくまで主張する平沢氏。小池氏は「感染症がまん延していれば、強制されなくてもみんな逃げます。実際に強制するというのは、国民の意に反することをやらせる時だ」と反論しました。

戦前の歴史踏まえ

　小池氏は「事前に政府に人権を制限できるフリーハンドを与えるのは乱用の危険性がものすごく大きい」と強調。戦前の日本で治安維持法に死刑が導入された時は、議会で審議未了・廃案になったにもかかわらず緊急勅令で死刑導入が決定された経緯にもふれ、「こういう歴史を踏まえて、現行憲法には緊急条項を入れなかった」と語り、戦前の反省を踏まえず緊急事態条項創設を狙う安倍政権を批判しました。

しんぶん赤旗2016年9月8日(木)

政治考　野党共闘　参院選後も焦点　与党危機感“次も大変だ”

　日本共産党、民進党などの野党と市民が共闘した７月の参院選からまもなく２カ月。現在行われている民進党代表選で候補者が「綱領や政策が異なる政党と政権を目指すことはない」（蓮舫代表代行）などと発言しているのを受け、一部メディアはもっぱら「民共共闘　隔たり鮮明」（「読売」３日付）と今後の野党共闘を否定的に報じています。ところが、野党共闘は、選挙後ますます政治の焦点になっています。

 “結果が出ている”
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（写真）選挙後も続く野党共闘。写真は市民と共産、民進、社民などの野党が「安保法廃止」「野党は共闘、市民が共闘」と声を上げた街頭宣伝（８月21日、東京都多摩市）


　「われわれが批判をして『（民進党と共産党の）主義が違い、政策が違うのにけしからん』とか言っても、参議院（選挙）で現に結果が出ている」。参院選での野党共闘の効果をこう認めたのは、自民党最大派閥・細田派会長の細田博之総務会長です。４日、長野県軽井沢町で開いた派閥研修会のあいさつで、民進党が今後も共産党との選挙協力を続けるだろうと予想したうえで、「漫然とたたかったら大変なことになる」と危機感をあらわにしたのです。選挙後、野党共闘を強く意識していたのは、公明党とともに３分の２の議席を占めた自民党でした。

　細田氏は、埼玉県内で開いた党衆院議員の国政報告会でも「定員１の県で（共産党の）候補が降りてしまった。民進党と協力するという選挙を始めたんですね。その結果、わが党は大変な苦戦を強いられ、１１県で負けた。次の選挙は大変だとわかった」（「朝日」デジタル３日付）と述べ、野党共闘に対抗するために衆院小選挙区で得票率５割以上を目指すよう檄（げき）を飛ばしました。

　こうした危機感は政権与党内の共通した見方のようです。

　政治アナリストの伊藤惇夫氏はネット動画「日本の話題」の中で、自民党の選挙責任者が「もし衆院選でも野党統一候補が実現した場合、参院選の結果を当てはめてみると８６人が落選する」と分析し、「政権与党が一番警戒しているのは実は共産党の動きだ」として、野党共闘を積極的に進めている共産党を意識していることを紹介しています。

“厳しい戦い”

　野党統一候補の芝博一参院議員（民進党）が自民党に競り勝った１人区の三重選挙区では、自民党県連幹部が「再び野党共闘をやられれば打つ手がない。次も厳しい戦いを強いられる」（「朝日」三重県版８月１２日付）と語る情勢。民進党代表選をテーマにとりあげた日刊スポーツ２日付のコラム「政界地獄耳」も「野党統一候補など野党共闘を最も恐れているのは自民党だ」と指摘しています。

　野党共闘などについて論考を発表している五十嵐仁・法政大学名誉教授は「政権与党側にこれほどの危機感を生み出した野党共闘を『衆院選だから』ということでやめようというのはありえない話」としてこう指摘します。「民進党代表選候補の人たちは『国民の信頼を取り戻す』といっています。であれば、参院選に向けて共産党など野党や市民との間で交わした確認事項を守ることこそ、信頼を取り戻すことになります」

違いを認め、一致点で共同　「野党の共通政策」実現する確かな道
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　安倍政権が参院選後も危機感を強めている野党と市民の共闘。１５日に新代表を選出する民進党代表選候補からも発言が出ています。

　蓮舫代表代行「参院選での共産党を含む野党連携に一定の評価はある。衆院選で綱領や政策が異なる政党と政権を目指すことはない」

　前原誠司元外相「参院選での野党共闘は一定の結果があったが、衆院選は政権選択選挙なので、（野党共闘を進めた）岡田克也代表の路線は一度リセットすべきだ」

　玉木雄一郎国対副委員長「基本的な考え方が違う政党とは一線を画すのが大原則だ。中長期的には単独で政権を担える政党にならないといけない」（いずれも２日の候補者共同会見）

連合政権の“基本”

　参院選での野党共闘は評価しつつも、政権のあり方が問われる衆院選は別問題とみる主張です。五十嵐仁・法政大学名誉教授は、「安保法制（戦争法）廃止・立憲主義の回復」の大義を実現するには参院選だけでなく衆院選でこそ求められると指摘したうえで、野党共闘のあり方について問題提起します。

　「綱領や政策が異なっているからこそ、一致できる部分に限って行動するというのが統一戦線の基本です。連合政権についても同じです。別の政党ですから綱領や政策が異なっているのは当たり前ですが、そのような政党が共通の目標や一致する政策の実現を目指して手を結ぶのが連合政権ではないでしょうか」

　実際、２００９年に発足した鳩山連立政権は、綱領や政策が異なった民主党や社民党、国民新党による連立政権でした。いまの安倍政権も綱領などの異なる自民党と公明党による連立政権であり、世界では連立政権が当たり前になっていると五十嵐氏。「違いを認め、その中で一致点、共通点を探してともに力を合わせるのが基本の『キ』なのです」
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（写真）「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」と政策要望書を交わした共産、民進、社民、生活の４野党＝６月７日、参院議員会館


　日本共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見で、民進党など４野党間で衆院選でも「できる限り」の協力を行うことを何度も確認し、野党の共通政策でも、「安保法制廃止・立憲主義の回復」「アベノミクスによる格差と貧困の拡大を是正する」「安倍政権の下での憲法改悪に反対する」ことなどに加え、１５本の野党の共同提出法案や「市民連合」との間で確認した１９項目の政策などを豊かに発展させていることを強調しました。

「共闘継続を」の声

　五十嵐氏は「こうした共通点があるからこそ、参院選で共闘が実現したわけです。その力は市民の力。１人区での選挙協定や確認事項などによって積み重ねられた一致点は、政権を共にすることによってこそ実現できるものではないでしょうか」と問いかけます。

　現場では、野党と市民との共闘は、「行き詰まる」どころか「この道しかない」という声が高まっています。共同通信社が行った民進党４７都道府県連幹部による聞き取り調査によると、次期衆院選での野党共闘について、２２都道県が「継続」を求め、「やめるべきだ」とした９府県を大きく上回っています。

ＴＰＰで与野党激突＝衆院補選にらみ駆け引き－臨時国会
　２６日召集予定の臨時国会では、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案をめぐり、与野党が激突しそうだ。与党は、１１月の米大統領選までに衆院通過を図ることで、会期内成立に道筋を付けたい考え。これに対し、成立阻止を掲げる民進党は、１０月２３日投開票の衆院東京１０区、福岡６区の２補選をにらみ、徹底抗戦の構えだ。
　「ＴＰＰをきちっと仕上げるため、スクラムを組んで全力でやっていこう」。自民、公明両党の幹事長、国対委員長は７日、東京都内のホテルで会談し、臨時国会でのＴＰＰ承認案成立に向け、結束して臨む方針を確認した。
　与党は、経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案を１０月半ばまでに成立させた上、ＴＰＰ承認案を１１月８日の米大統領選前に衆院通過させるスケジュールを描いている。民主、共和両党の大統領候補がいずれもＴＰＰへの反対姿勢を示す中、「日本が先に成立のめどを付け、米国をリードする必要がある」（政府関係者）との判断からだ。
　ただ、ＴＰＰ承認案のほかにも、臨時国会に控える重要法案は少なくなく、審議日程は窮屈。民進党など野党側は、「継続審議とした先の通常国会と切り離し、議論は仕切り直しだ」（民進党幹部）と同承認案の徹底審議を求める構えで、与党の思惑通りに進む保証はない。
　民進党は、ＴＰＰ承認案の審議時期と衆院２補選の選挙期間がおおむね重なるとみて、対決ムードを高めたい考え。代表選の３候補は７日、報道各社のインタビューで、臨時国会での成立に反対する考えをそろって表明した。
◇臨時国会で想定される重要法案など
　▽総合経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案
　▽消費税率１０％への引き上げを２年半延期する税制改正関連法案
　▽環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案・関連法案
　▽「ホワイトカラー・エグゼンプション」導入を柱とする労働基準法改正案
　▽法定利率を引き下げる民法改正案（時事通信2016/09/07-19:54）
臨時国会会期末は11月末　自公幹事長が一致

共同通信2016/9/7 10:53

　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長は7日、東京都内で会談し、26日召集予定の臨時国会について、会期末を11月末とする方針で一致した。政府側と調整を進める。与野党の対決が予想される環太平洋連携協定（TPP）の承認案件などの会期内成立を目指すことも確認した。

　会談には、自民党の竹下亘、公明党の大口善徳両国対委員長が同席。竹下氏は会談後「スクラムを組み、TPPを仕上げることに全力を挙げる」と記者団に強調した。

　会談では、北海道、東北地方の台風被害に関し、復旧事業に対する国の補助率をかさ上げする激甚災害指定を政府に求めることでも一致した。

共謀罪は慎重対応を＝与党、臨時国会「１１月末まで」軸－公明
　自民、公明両党の幹事長、国対委員長が７日午前、東京都内で会談した。政府が「共謀罪」を盛り込んだ新たなテロ対策関連法案の臨時国会提出を検討していることに関し、公明党は慎重な対応を求めた。２６日召集予定の臨時国会の会期は、１１月末までを軸に調整を進めることで一致した。（時事通信2016/09/07-12:38）
臨時国会 　会期１１月末で調整　与党幹事長ら確認
毎日新聞2016年9月7日　18時34分（最終更新　9月7日　18時34分）
　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長らは７日、東京都内で会談し、２６日召集の臨時国会の会期を１１月末までとする調整を進めることを確認した。経済対策を盛り込んだ第２次補正予算案や環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案など重要案件が山積していることから、１２月上旬までの延長も視野に入れている。 
　政府は臨時国会で、「共謀罪」の成立要件を絞り込み「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案の提出を検討している。公明党の大口善徳国対委員長は会談後、記者団に「与党で十分な議論が必要だ。提出されても臨時国会で成立する見込みはない」と述べ、提出に慎重な考えを示した。【飼手勇介】 
自公 臨時国会の会期 １１月末までで調整へ
NHK9月7日 11時46分
自民・公明両党の幹事長と国会対策委員長が会談し、今月２６日に召集される予定の臨時国会の会期について、１１月末までとすることで政府側と調整を進めていくことになりました。
会談には、自民党の二階幹事長、竹下国会対策委員長、公明党の井上幹事長、大口国会対策委員長が出席し、今月２６日に召集される予定の臨時国会への対応を協議しました。
そして、「国民に約束した経済対策などに全力で取り組む必要がある」という認識で一致し、今年度の第２次補正予算案や、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などの早期成立を目指す方針を確認しました。
また、臨時国会の会期については、２回の会期延長が認められることなどを踏まえ、１１月末までとすることで政府側と調整を進めていくことになりました。
一方、会談で公明党の大口氏は、法務省が「共謀罪」の構成要件を厳しくして罪名も変更する、組織犯罪処罰法の改正案を国会に提出する準備を進めていることについて、「公明党としてもテロ対策は必要だと思うが、臨時国会に提出されたとしても成立する見込みはない。提出するだけでいいのかどうか、与党でしっかり議論すべきだ」と述べ、十分な検討が必要だという認識を示しました。
産経新聞2016.9.7 23:49更新 
臨時国会は１１月末まで　与党幹事長ら方針　補正、ＴＰＰ最優先　「共謀罪」改正案は先送りも
　自民、公明両党は７日、２６日召集の臨時国会の会期を１１月末までの２カ月程度とする方針を決めた。大型の経済対策を盛り込んだ平成２８年度第２次補正予算案や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案を成立させ、先の参院選で訴えた「アベノミクス」を加速したい考えだ。
　会期日程は自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長らが７日の会談で確認した。１０月上旬に補正予算を成立させて、速やかにＴＰＰ承認案・関連法案の審議に入り、１１月上旬までの成立を目指す方針も確認し、「両党でスクラムを組んで全力でやっていく」との認識で一致した。
　一方、「共謀罪」の構成要件を一部変更し、４年後の東京五輪のテロ対策として政府が臨時国会に提出を検討している組織犯罪処罰法改正案については「提出しても成立する見込みはない」（公明党の大口善徳国対委員長）と慎重な意見が出た。
　これに関連し、菅義偉官房長官は７日の記者会見で「国際社会と協調して組織犯罪と戦うことは重要だ。法整備は進めていくべきだ」と強調したが、審議時間を確保しやすい来年の通常国会に提出を先送りする可能性もある。
　ＴＰＰの審議では野党の抵抗が予想されるほか、安倍晋三政権の看板政策「働き方改革」に関する労働法制、消費税率１０％への引き上げ再延期の関連法案の審議も必要となる。首相の外遊も立て込んでおり、与党は１２月上旬までの会期延長も視野に入れている。
組織犯罪処罰法の改正案 「懸念踏まえ慎重に検討」
NHK9月7日 14時52分
菅官房長官は午前の記者会見で、「共謀罪」の構成要件を厳しくして罪名も変更する、組織犯罪処罰法の改正案の取り扱いについて、与党と法案の中身を十分に議論したうえで国会に提出する時期などを慎重に検討する考えを示しました。
この中で、菅官房長官は、「共謀罪」の構成要件を厳しくして罪名も変更する、組織犯罪処罰法の改正案の取り扱いについて、「国際組織犯罪防止条約を締結し、国際社会と協調して組織犯罪と戦うことは極めて重要であり、条約の締結に伴う法整備を進めていくべきだ。条約は、これまでに１８７か国が締結しており、Ｇ７＝主要７か国においても、わが国だけが締結していない」と述べ、法整備が必要だという考えを強調しました。
そのうえで、菅官房長官は、「当然、国会に提出する際には、与党でまず中身をしっかりと詰めていく。国会審議の場において過去に不安や懸念が示されているので、そうしたことを踏まえながら、内容や提出時期も含めて慎重に検討している」と述べました。
公明、「共謀罪」提出に難色　与党幹部会談「内容の検討必要」

東京新聞2016年9月7日 夕刊

 　自民、公明両党の幹事長、国会対策委員長が七日、都内で会談し、重大犯罪の計画を話し合うだけで罪に問えるようにする「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案を巡り、公明党は九月二十六日召集の臨時国会への提出に難色を示した。

　公明党の大口善徳国対委員長は、臨時国会で審議する法案はたくさんあると指摘し「（組織犯罪処罰法改正案が）提出されたとしても、成立する見込みはない。提出するだけで良いのかどうか、与党内でしっかり議論すべきではないか」と求めた。共謀罪を巡っては、政府の拡大解釈による人権侵害が指摘されているだけに、公明党は自民党に慎重な対応を求めたといえる。

　大口氏は法案の内容についても「公明党としてもテロ対策の必要性はあると思うが、法案がどういう犯罪を対象にするのかや、組織犯罪の定義をどうするかなどについて、与党内でもいろいろな議論がある」として、適用要件を厳格にするために与党内で十分に議論する必要があると伝えた。

　共謀罪は複数の人が犯罪を行うことを話し合って合意（共謀）しただけで罪に問えるようにする犯罪。政府は「共謀罪」の名称を「テロ等組織犯罪準備罪」に変え、対象となる集団を絞り込むなど適用要件を厳しくした上で、臨時国会への提出を検討している。

　菅義偉（すがよしひで）官房長官は、自公両党の幹部会談後の記者会見で「国際社会と協調して組織犯罪と戦うことは重要だ」として法整備の必要性を強調。その上で「国会審議で（法案への）不安や懸念が示されていることも事実。内容、提出時期も含めて慎重に検討中。提出する際には与党で中身をしっかりと詰める」と述べた。

原子力施設のテロ対策 犯罪歴などの確認制度開始へ
NHK9月7日 16時25分
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原子力施設のテロ対策として、原子力規制委員会は作業員からの自己申告や証明書類の提出で犯罪歴などを確認する制度を来年から始めることになりました。
原子力施設で働く作業員の個人情報を確認する制度をめぐっては、アメリカで起きた同時多発テロ事件などを踏まえて国際機関が各国に導入を促してきましたが、日本は原子力を利用する主要国の中で唯一、制度がないと指摘され、原子力規制委員会が検討していました。
規制委員会が７日、取りまとめた制度では、施設を管理する電力会社などが、重要な区域に入ったり、核物質に関する情報を取り扱ったりする作業員に対し、アルコールや薬物による中毒といった病歴や、犯罪歴やテロ組織とのつながりの有無などについて、自己申告や証明書類の提出を求めて確認することにしています。
また、提出された書類などを電力会社どうしで共有することも認めています。
制度をめぐっては、個人情報保護の観点から、どの程度の確認をするかが議論になりましたが、７日の委員会で、原子力規制庁の担当者は「今回のような情報収集は最近のテロ情勢から見ても公益性があり、やむをえない」などと説明しました。
一方で、一般からの意見募集などで、「犯罪歴などの確認は行政機関に照会を行うといったより厳格な仕組みとすべきだ」という意見もあり、制度の実効性をどのように確保していくかが課題になります。
制度の運用は来年から始められ、電力会社などは今年度中に施設ごとの具体的な対策を規制委員会に報告することになっています。
秋の臨時国会 ＴＰＰ承認めぐり与野党で激しい論戦の見通し
NHK9月8日 3時58分
秋の臨時国会で、与党側はＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を目指す方針ですが、民進党は、代表選挙の候補者３人が、いずれも否定的な考えを示していて、臨時国会では激しい論戦が繰り広げられる見通しです。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案は、さきの通常国会で審議入りしましたが、衆議院の特別委員会の議事運営をめぐる混乱などで審議が遅れ、継続審議となりました。自民・公明両党は、今月２６日に召集される予定の臨時国会で、協定の承認を目指していて、両党の幹事長と国会対策委員長が、７日の会談でこうした方針を確認しました。与党側は、衆議院の特別委員会で、およそ２０時間の審議を重ねているものの、丁寧に審議を進め、関連法案とともに、できるだけ早く参議院に送りたいとしています。これに対し民進党代表選挙の候補者３人は、７日、「アメリカ大統領選挙で、民主・共和両党の候補がともにＴＰＰに反対の姿勢を示す中で日本が先に議論するのは時間のむだだ」などとして、臨時国会での承認にいずれも否定的な考えを示しました。民進党は、ＴＰＰ交渉にあたった自民党の甘利・前経済再生担当大臣の政治とカネをめぐる問題でも「甘利氏の説明責任は果たされていない」として引き続き国会招致を求める考えで、臨時国会ではＴＰＰをめぐって激しい論戦が繰り広げられる見通しです。
「年明けにも衆院解散」　民進・前原氏が見方

共同通信2016/9/7 13:09

[image: image5.jpg]


前原誠司氏　民進党代表選の候補者である前原誠司元外相は7日、党本部で報道各社のインタビューに応じ、衆院解散・総選挙が来年1月にもあり得るとの見方を示した。12月のプーチン・ロシア大統領の来日に触れ「平和条約交渉、北方領土問題で進展があれば、安倍晋三首相が勢いを駆って年明けの通常国会冒頭で解散することは十二分にある」と述べた。

　同時に「常在戦場だ」として新代表に就任すれば、衆院選公約の作成に着手すると明言した。公認内定者を支えるため、党が人材を派遣する「党設秘書」を導入する考えも明らかにした。

「年明け冒頭解散は十二分にありうる」　民進・前原氏
朝日新聞デジタル2016年9月7日19時04分
■前原誠司・元外相
　（安倍晋三首相の自民党総裁任期延長について）安倍総理、二階（俊博）幹事長のご発言を私なりに感じ取ると、やはり（２０２０年の）東京五輪は安倍総理で迎えたいのかなという、共同作業を考えておられるようなニュアンスを強く感じる。その意味では、どこかのタイミングで安倍さんは解散・総選挙をやってくるだろう。２６日から臨時国会がはじまる。１２月１５日に（ロシアの）プーチン大統領が安倍総理の地元の山口・長門に来られる。仮に平和条約、北方領土問題で進展があれば、その勢いで年明け冒頭解散は十二分にありうる。我々は、その準備をやらないといけない。（民進党代表選のグループインタビューで）
衆院１０区補選、若狭氏に「期待」…小池都知事

読売新聞2016年09月07日 10時36分

　東京都の小池知事は６日、日本記者クラブで開かれた記者会見で、知事を支援している若狭勝衆院議員（自民比例）が衆院東京１０区補欠選挙（１０月１１日告示、２３日投開票）に同党公認での出馬を目指すことについて、「信頼できる政治をしてくれる」と期待感を示した。

　１０区補選は、小池知事の知事選出馬で空席となったことに伴い行われる。若狭氏はこの日、党本部で二階幹事長らと会談。報道陣に対し、党の方針に反して知事選で小池知事を支援したことについて、二階幹事長から「厳重注意」とされたことを明らかにした。その上で、１０区補選の公認候補の公募に応募する意思を示した。

　小池知事は会見で、若狭氏について「公募に当然、臨まれると思っている。二階幹事長が正しい判断をするのでは」と述べた。

　一方、知事選敗北の責任を取って執行部が辞任する自民党都連は同日、新たな都連会長に下村博文・党幹事長代行を内定した。これについて小池知事は、「東京をよく知っていて、信頼している」と語った。

　また、小池知事は都議会との関係について、「（２８日開会の）定例会で、私の政策や補正予算にどう対応するかをみていく」と発言した。

自民幹事長 　総裁任期、議論集約　慎重意見に配慮
毎日新聞2016年9月7日　20時47分（最終更新　9月7日　21時27分）
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自民党の二階俊博幹事長＝東京都千代田区の自民党本部で２０１６年９月７日、森田剛史撮影
　自民党の二階俊博幹事長は７日、毎日新聞のインタビューに応じ、安倍晋三首相（党総裁）の総裁任期の延長について「次を狙っている人、早く選手交代をと願っている人もいることは事実だ。いろいろな意見を取り混ぜて判断すればいい」と述べ、党内の慎重意見にも配慮し、議論を集約する考えを示した。 
　７月に任期延長論の口火を切った二階氏だが「あれだけがんばっている安倍首相にもう少し続けていただこう、この考えは突拍子もないことではない」と述べて、延長の必要性を改めて指摘した。 
　総裁任期は党規で連続２期６年までと定められており、「ポスト安倍」と目される石破茂前地方創生担当相や岸田文雄外相らは任期延長に慎重姿勢を示している。二階氏は「耳を澄まして、広く多くの意見を聞かなくてはいけない。終着点を決めて論争をしようというつもりはまったくない」と述べて、結論が延長ありきでないことを強調。そのうえで「党内が一致した考えでなければ成り立たない。最大公約数、落ち着く所へ落ち着かせていく」とも述べ、意見集約に自信をのぞかせた。 
　ロシアのプーチン大統領が１２月に来日し、首相の地元・山口県長門市で首脳会談を行うことにも触れ、「自分のふるさとへプーチン氏を招くということは、相当の決意と受け取っていいのではないか」と述べ、北方領土問題を含む平和条約締結交渉の進展に期待を示した。【水脇友輔】 
天皇陛下の生前退位、特措法で検討　皇室典範は改正せず
朝日新聞デジタル2016年9月7日21時43分
　政府は将来の退位を強くにじませた天皇陛下のお気持ち表明を受けて、いまの天皇陛下に限って生前退位を可能とする特別措置法を整備する方向で検討に入った。皇室制度のあり方を定める皇室典範は改正しない方針で、早ければ来年の通常国会に法案を提出したい考えだ。お気持ち表明から８日で１カ月になる。
　政府内ではこれまで、内閣官房にある皇室典範改正準備室を中心に、生前退位をめぐる論点を整理し、方法論を検討。憲法も皇室典範も生前退位を禁じているわけではないとの立場から、特措法のほか、退位規定のない皇室典範を改正して、生前退位の項目を加える案などを議論してきた。
　ただ、皇室典範を改正して生前退位を制度化する場合、どのようなケースで退位を認めるかといった要件を定めなければならない。「退位の自由」を認めれば「即位を拒む自由」につながり、天皇制が不安定になるとの指摘もある。天皇の自由意思によらない退位の強制や「上皇」という権威の並立といった将来的な懸念をぬぐう必要もあり、改正は短期的には難しいと判断した。
　さらに、憲法第２条が皇位について「皇室典範の定めるところにより継承する」と定めており、皇室典範の改正論議が憲法問題に及んで議論が長期化する可能性も考えた。官邸幹部は「（８２歳という）天皇陛下のご年齢や負担を考慮すると、長々と幅広く議論するわけにはいかない。論点は極力絞る」と語る。
　政府内には当初、皇室典範に定めのある「摂政」を置くことで、天皇陛下の負担軽減を模索する動きもあった。だが、お気持ち表明のなかで、天皇陛下が摂政について、「十分に務めを果たせぬまま、天皇であり続けることに変わりはありません」と否定的な見方を示したことに配慮し、生前退位を実現させる方向で動き出した。
　生前退位を含む皇室のあり方について、政府は有識者から１０月以降、意見を募る準備を進めている。菅義偉官房長官は「与野党を含め、国民にもできるだけオープンな形で進めていくことが大事だ」と説明。公開性を重視しつつ、スピード感をもって対応する方針を示している。
　　　　　◇
　〈特別措置法〉　現行の法制度では対応できない事態が生じた場合に、期間や目的などを限って対応するために特別につくられる法律。米英軍への後方支援や人道支援を目的に自衛隊のイラク派遣を定めた「イラク復興支援特別措置法」（２００３年制定）や、東京電力福島第一原発事故で被災した福島県への支援策を定めた「福島復興再生特別措置法」（１２年制定）などの例がある。
稲田防衛相、イージス艦を視察＝「ミサイル防衛に万全」
　稲田朋美防衛相は７日、長崎県佐世保市の海上自衛隊佐世保基地を訪れ、配備されているイージス艦「ちょうかい」を視察した。同市にある陸上自衛隊相浦駐屯地で、離島防衛の初動対応を担う「水陸機動団」の中核部隊となる西部方面普通科連隊の訓練も視察した。
　この後、稲田氏は記者団に、５日の北朝鮮の弾道ミサイル発射について、「国連安全保障理事会決議に違反する暴挙で断固抗議する。わが国がミサイル防衛力を付け、関係各国との連携も緊密にしていく」と語り、対応に万全を尽くす考えを示した。（時事通信2016/09/07-21:39）
「台湾籍」問題が波紋＝蓮舫氏、揺れる説明－民進代表選
　民進党の蓮舫代表代行が日本国籍と台湾（中華民国）籍の「二重国籍」と指摘された問題が波紋を広げている。法律的な問題よりも、むしろ過去の発言との整合性を問われているためだ。代表選（１５日投開票）で蓮舫氏の優位は変わらないが、党内からは代表就任後を懸念する声も出てきた。
　「私は日本人だ。１９８５年に日本国籍を取得し、台湾籍の放棄を宣言した」。蓮舫氏は７日のインタビューで改めて強調した。もっとも、手続きが完了したのかは確認中のまま。９７年の雑誌のインタビュー記事で「自分の国籍は台湾」と説明していたことについては「編集過程で『（台湾）籍だった』という部分が省かれた」と釈明に追われた。
　普段は歯切れのいい蓮舫氏だが、説明にはぶれが目立つ。３日の民放番組で「私は生まれた時から日本人だ。（台湾）籍は抜いている」と明確に語っていたが、７日には「父が台湾人で（当初は）台湾籍だった。生まれ育った日本でずっと日本人でありたいとの思いで（民放で）強く言った。法律的には８５年から日本人だ」と修正した。
　蓮舫氏の周辺は「法的に問題はない」と早期の幕引きを図るが、代表選を戦う前原誠司元外相の陣営には、「党員が動揺している。問題を放置すると自民党に格好の追及材料を提供することになる」と不安視する向きもある。
　野党第１党の党首は首相を目指す立場。自民党は「行政のトップである閣僚も経験した。国籍問題はきちっとしなければ駄目だ」（中堅）と早くもけん制している。玉木雄一郎国対副委員長を推す議員は「新代表になっても２、３カ月で駄目になるのではないか」と突き放した。
　一方、日本政府の見解では、日本は台湾と国交がないため、台湾籍の人には中国の法律が適用される。中国の国籍法では「外国籍を取得した者は中国籍を自動的に失う」と定めており、この見解に基づけば、二重国籍の問題は生じない。（時事通信2016/09/07-22:10）
玉木氏インタビュー要旨＝民進代表選
　民進党の玉木雄一郎国対副委員長の７日のインタビュー要旨は次の通り。
　－環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への考えは。
　現在のＴＰＰには反対だ。中身がよく分からない、信じられない状態ではとても承認できない。
　－「こども国債」の発行を提言しているが、また借金するのかという声もある。
　わが国の一番の問題は子どもが減っている、人口が増えないことだ。思い切って借金してでもやれというのが私の主張だ。
　私は財源を使途によって明確に区分する。子育て、教育は国債でやる。その代わり、人生の後半の年金、医療、介護などはきちんとした税財源を充てていくことを国民に堂々と求めていく。人生の後半の社会保障に関しての（税財源を用いた）負担の求め方は前原誠司候補と同じだ。
　－民進党への国民の信頼回復にどう取り組む。
　まずは代表選を通じて、われわれ民進党が進むべき理念、政策をはっきりさせる。代表選を通じて、路線、主要政策をきちんと整理していく。
　それに加え、私が代表になったら、全国１万カ所で集会を集中的にやりたいと思う。自分たちで決めた理念を伝えると同時に、国民の中に入り、今そこにある問題、不安を集中的に聞くことを全党挙げてやる。
　今回の代表選は過去の民主党政権の影と戦っていると思う。その影を払拭（ふっしょく）できるのは自分だ。自分が代表になることが、民進党が変わったと思ってもらえる一番の象徴になると思う。
　－代表選が決選投票となった場合、２位と３位が連合することはあり得るか。
　それはあり得る。そういうルールだし、前回もそうだった。それも含めたルールの中で決まっていくことで、それも受け入れるべき結果だ。　（時事通信2016/09/07-14:44）
産経新聞2016.9.7 21:57更新 
【民進党代表選】玉木雄一郎国対副委員長　「１年をめどに民進党版の憲法提言をまとめる」　報道各社とのインタビュー

インタビューに答える玉木雄一郎氏＝７日午前、東京都千代田区（荻窪佳撮影） 
　－－憲法改正への立場は　「憲法の議論はすべきだ。他党との議論の前に、民進党が憲法についてどう考えるかをしっかりとまとめるべきだ。１年をめどに民進党版の憲法提言をまとめるための党内議論を加速したい。その中で改正すべき項目、改正しなくていい項目も明らかになる。他党との論戦に臨むためにも、代表になれば速やかに始めたい」
　「公明党の山口那津男代表が、野党第一党の理解を得られない憲法改正はあり得ないという趣旨のことを言っている。まずは民進党の考えをまとめた上で、公明党との意見交換、すり合わせを積極的にやりたい」
　－－環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）関連法案への対応は
　「現在のＴＰＰには反対だ。通常国会でも議論したが、中身がよく分からない。米国の大統領候補も反対する中、急いで秋の臨時国会で議論する必要はない」
　－－目玉政策の「こども国債」に対して借金を増やすだけとの声がある
　「子育てや教育（の予算）を、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の平均並みに国内総生産（ＧＤＰ）の２％水準に引き上げろと言っているだけだ。日本の一番の問題は子供が減り、人口が増えないということだ」
　－－前原誠司元外相が強調する旧民主党政権時代の謝罪に批判が出ている
　「政権交代を実現し、閣僚で頑張った世代の悔しさは分かる。悪くしようと思ってやった人は１人もいない。個人的には『もう謝らないでくれ』と思う。前原氏が謝らなくてもいい環境をつくるのが私の仕事だ」
　－－代表選で決選投票になれば、「２位と３位」連合の可能性は
　「あり得る。そういうルールであり、前回（の代表選）もそうだった」
蓮舫氏インタビュー要旨＝民進代表選
　民進党の蓮舫代表代行の７日のインタビュー要旨は次の通り。
　－日本国籍と台湾（中華民国）籍のいわゆる「二重国籍」だとの指摘がある。
　私は日本人だ。日本の法律に基づいて１９８５年に日本国籍を取得し、台湾籍の放棄を宣言した。父親と手続きを行った。
　－台湾籍放棄の確認はいつまでにできるか。
　８５年の時点で手続きが終わっている。（台湾当局での）書類確認に時間がかかり、いつ（結果が）明らかになるか分からないため、６日に放棄の書類を台湾に提出した。
　－９７年発売の雑誌のインタビュー記事に台湾籍と記載されている。
　編集過程で「（台湾籍）だった」という部分が省かれた。
　－環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の国会承認についての考えは。
　米大統領候補のヒラリー氏、トランプ氏ともにＴＰＰに否定的な発言をしている。日本が先んじて国会での議論を進めることは立法府の時間の浪費だ。最優先事項ではない。
　－安倍政権の下で改憲議論に参加するか。
　衆参の憲法審査会は立法府の一員として参加を拒むものではない。
　－財政金融政策で他候補との違いは何か。
　前原誠司元外相は増税路線を強調している。玉木雄一郎国対副委員長は借金路線で、「こども国債」を強調している。私は大前提として徹底的な行政改革をやっていく。
　－２０２０年東京五輪の予算見直しにどう対応するか。
　小池百合子東京都知事の予算を徹底的に洗う姿勢は全面的に支持する。代表になったら小池知事に直接、東京都の情報公開をお願いする。　（時事通信2016/09/07-14:44）
前原氏インタビュー要旨＝民進代表選
　民進党の前原誠司元外相の７日のインタビュー要旨は次の通り。
　－環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への考えは。
　ＴＰＰは旧民主党政権で「交渉入りを目指す」と決めた。自由貿易圏の目標に向けた有用な山の登り方であることは間違いない。日米がアジア太平洋地域の貿易面でも協力して新たなルールをつくることは、戦略的にも極めていい仕組みだ。しかし、交渉過程に関する情報公開が極めて不十分で、今の自公政権がまとめたＴＰＰに対しては極めて懐疑的にならざるを得ない。米国が参加しないと協定は発効しない。今、日本が議論する必要があるのか。明確な説明がないまま、ＴＰＰを強引にやることには反対だ。
　－衆院解散の時期をどう考えるか。
　常在戦場だ。１２月１５日にプーチン・ロシア大統領が安倍晋三首相の地元、山口県長門市に来る。もし北方領土問題で進展があれば、その勢いを駆って「年明け冒頭解散」というのは十二分にあり得る。
　－安倍首相の下で改憲の議論に参加するか。
　憲法改正が最優先課題とは思っていない。議論に加わることは否定しないが、数年かけてやるような議論で、拙速に結論を得ることではない。ブレーキを踏む公明党としっかり連携したい。
　－蓮舫代表代行の国籍問題が代表選に与える影響は。
　蓮舫氏がしっかり説明すると思う。これからも３人で互いを高め合う形で代表選を戦いたい。
　－野党４党の枠組みはリセットするのか。「公党間の約束は重い」との指摘もあるが。
　体制が変われば「いったんリセットする」と言えばリセットされるものだ。国会運営では野党が協力して巨大与党に対峙（たいじ）するのは大事だ。内政、外交・安全保障の基本政策が一致するところでなければ連立は組まない。代表になってもその考え方はぶれない。　（時事通信2016/09/07-14:44）
産経新聞2016.9.7 21:51更新 
【民進党代表選】前原誠司元外相　「憲法改正で公明党と連携したい」報道各社とのインタビュー
　－－憲法改正への立場は
　「議論に加わることは否定しないが、拙速に何か結論を得るということではなく、数年かけてやるような議論だ。連立与党の公明党は（拙速な改憲に）極めて慎重だ。ブレーキを踏む公明党と連携していきたい。憲法改正が最重要課題と思っておらず、野田佳彦政権時代の社会保障・税の一体改革をバージョンアップしてまとめていきたい」
　－－環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の関連法案・承認案への対応は
　「交渉過程と情報公開が極めて不十分だ。明確な説明がないまま（審議を）強引にやることは反対だ」
　－－次期衆院選にどう対応するか
　「どこかのタイミングで安倍晋三首相は解散・総選挙をやってくるだろう。年末はないと思うが、１２月１５日にプーチン露大統領が首相の地元、山口県長門市を訪問する。もし日露平和条約、北方領土問題で進展があれば、年明け冒頭解散は十二分にあり得る。その準備をやらなければいけない」
　－－次期衆院選での共産党との野党共闘は
　「何を目指して政権交代するのかが大事だ。内政、外交・安全保障上の基本政策が一致するところでなければ、連立（政権）を組まない。これからも徹頭徹尾申し上げていきたい。代表になっても、この考え方はいささかもぶれない」
　－－代表選では、旧民主党時代の反省と謝罪を訴えている。党内には代表選を戦う上でマイナスになるとの指摘もある
　「旧民主党政権の中核にいた１人として深く反省し、『まだまだ反省が足りない』と思っている方におわびしている。『もう謝るのはやめた方がいい』という党内の意見も分かるが、私は戦術で謝っているのではない」
民進代表選３氏、ＴＰＰに反対＝年明け「北方領土解散」も
　民進党代表選（１５日投開票）の３候補は７日午前、報道各社のインタビューにそれぞれ応じた。３氏とも政府・与党が秋の臨時国会で成立を目指す環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案に反対する考えを表明した。
　蓮舫代表代行はＴＰＰについて「米大統領選の２候補がともに否定的な発言をしている」と指摘し、「日本が先んじて国会で議論を進めるのは時間の浪費だ。最優先事項ではない」と語った。
　前原誠司元外相も「交渉過程の情報公開が極めて不十分。強引にやることには反対だ」との考えを示し、玉木雄一郎国対副委員長も「現在のＴＰＰには反対だ。中身がよく分からない」と述べた。
　一方、前原氏は、安倍晋三首相が衆院解散・総選挙に打って出るタイミングについて、１２月のロシアのプーチン大統領来日に触れた上で、「北方領土問題で進展があれば、その勢いを駆って年明け冒頭解散というのは十二分にあり得る」との見方を示した。　（時事通信2016/09/07-11:23）
蓮舫氏がリード、国会議員票４割固める…代表選

読売新聞2016年09月07日 07時04分

　読売新聞社が、民進党代表選（１５日投開票）の投票資格を持つ国会議員１４７人の動向を調査したところ、蓮舫代表代行（４８）が４割強の６３人の支持を固め、優位な情勢であることが分かった。

　前原誠司・元外相（５４）は３５人、玉木雄一郎衆院議員（４７）は２２人からそれぞれ支持を集めた。「投票先を決めていない」など態度を明らかにしていない議員が２７人おり、前原、玉木両陣営はこうした議員への働きかけを強めるなど巻き返しに懸命だ。

　代表選は計８４９ポイントで争われる。国会議員は党所属議員１４６人と無所属で民進党会派に所属する川田龍平参院議員が投票権を持つ。１人あたり２ポイントで計２９４ポイントを割り当てられており、全体の約３５％を占める。このほか、国政選挙の公認候補予定者が１人１ポイントで計１１８ポイント、地方議員（１５８６人）に計２０６ポイント、党員・サポーター（約２３万５０００人）に計２３１ポイントとなっている。

　ポイントの過半数を獲得した候補がいない場合は、国会議員と公認候補予定者による上位２候補の決選投票で代表を選出する。

　蓮舫氏を支持するのは、岡田代表や玄葉光一郎選挙対策委員長ら執行部や、野田前首相らだ。蓮舫氏の陣営では、地方議員や党員・サポーターの票の獲得に全力を挙げており、１回目での当選を目指している。一方、前原、玉木両氏の陣営では、決選投票に持ち込みたい考えで、両氏が連携して蓮舫氏に対抗する「２位３位連合」も取り沙汰されている。

２０１６年民進党代表選 　情勢分析　蓮舫氏、過半数の勢い　初回投票で決着か
毎日新聞2016年9月8日　東京朝刊
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　毎日新聞は７日、民進党代表選（１５日投開票）について、党所属国会議員、国政選挙公認候補予定者の動向を調査した。また党員・サポーター票と地方議員票の状況を都道府県連幹部らに取材し情勢を探った。蓮舫代表代行（４８）がいずれでも優勢に立ち、前原誠司元外相（５４）が追う。玉木雄一郎国対副委員長（４７）は厳しい。蓮舫氏は総ポイント８４９のうち過半数を得る勢いで、上位２人による決選投票にならず、１回目の投票で決着する可能性が出てきた。 
　代表選では、国会議員は１人２ポイントで１４７人に計２９４ポイント、公認予定者には１人１ポイント、１１８ポイントが割り当てられる。地方議員（約１６００人）は計２０６ポイント、党員・サポーター（約２３万５０００人）は計２３１ポイントを比例配分する。 
　国会議員では蓮舫氏と答えたのが６４人で、国会議員票の４割強を固めた。特に参院では２５人と半数の議員から支持を受け、他の２候補を圧倒。リベラル系の赤松広隆元農相、旧民社党系の両グループから支援を受けたため、参院比例代表の連合組織内候補を固めた。また党内に影響力のある衆院当選７回以上のベテラン１８人のうち、岡田克也代表ら１０人が支援に回った。 
　一方、前原氏は３５人を固めた。前原グループが１２人と最多で、大畠章宏元経済産業相グループは８人が支持する。前原グループの基盤がない参院は６人にとどまり、蓮舫氏に大きく差を付けられた。玉木氏は２２人を固めたが、推薦人の他は広がりに欠ける。 
　また公認予定者で支持を明確にしたのは、蓮舫氏４０人、前原氏２８人、玉木氏３人。このほか態度が判明していない議員が１１人、公認予定者は２３人いる。 
　一方、地方票では、党員・サポーター、地方議員票とも蓮舫氏が６割程度取る見通しだ。大半の都道府県で蓮舫氏が優勢で、岡田氏の地元・三重や蓮舫陣営幹部のいる山形などは、党員票を総取りする可能性がある。愛媛県連幹部は「蓮舫氏に応援に来てほしい人は多い」と語り、北海道連幹部は「一般党員は蓮舫氏の人気が高い」と話した。また「発信力が抜きんでている」（広島県連幹部）など、低迷する党のイメージ刷新を期待する声が多い。【野口武則、朝日弘行】
特集ワイド 　代表選中ですが、民進党にもの申す　このままでは万年野党の道か
毎日新聞2016年9月7日　東京夕刊
　このまま政権交代を狙わず「万年野党」への道を進む気なのか。民進党の代表選（１５日投開票）は熱気がない。注目されていた野党共闘のあり方も論争にすらなっていない。選挙中ですが、あえて有識者に聞いてみた。なぜ民進党は２大政党の主軸になれないのか−−。【宇田川恵】 
　ストロボの光を浴び、握手する蓮舫、前原誠司、玉木雄一郎の３氏。２日の告示後に行われた日本記者クラブの会見では闘志を見せたものの、「野党共闘」路線について激しいバトルはなかった。 
　参院選で実現した野党４党共闘に一定の評価をしてきた蓮舫氏をはじめ、３氏とも共産党との連立政権は組まない方針を表明。今後の選挙協力については蓮舫氏さえ、「参院選での連携が絶対とは思わない」と述べ、党内保守派への配慮をにじませた。一方、現状の野党共闘路線の見直しを求める前原、玉木両氏も選挙区事情によっては共産党との連携もあり得るとの含みを残し、対立点はぼやけた。 
　「僕は参院選では民進党に投票したし、しばらく投票するつもりです。でも今の民進党には失望しており、擁護する気は全然ない。ただ、ちゃんとした野党第１党に生まれ変わってほしいだけです」。作家で思想家の東浩紀さんを訪ねると、神妙な面持ちでこう語った。問題視するのはやはり、野党共闘の枠組みだ。 
　「参院選を見る限り、共闘した野党は、国のあり方とか政策についてではなく、『反安倍政権』ということでしか一致していない。つまり、自民党の長期政権を前提とし、野党はそれに反対するだけという『５５年体制』への回帰でしかないと思います」 
　立命館大教授の上久保誠人さん（政治学）も野党共闘には懐疑的だ。「民進党はこのままでは万年野党への道しかない」と警告し、「共闘を優先するあまり、基本政策も一致しない他党に引きずられて左に寄りすぎ、中道にいるサイレントマジョリティー（物言わぬ多数派）の支持を得られなくなっている。共闘路線のまま政権を取ろうなんて不可能ですよ」と語気を強めた。 
　一方、作家の室井佑月さんは、今夏の参院選では野党共闘により、「１人区」の１１選挙区で議席を確保したことを重視、「惜敗した選挙区も含め、おもしろい選挙になったのは事実。それを忘れちゃいけない」と強調する。巨大与党に対抗するには、現実的な手段として共闘は欠かせないとの思いがある。ただ、今の民進党が政権批判の受け皿にきちんとなっているとも思えない。「私、選挙で投票する時なんか、ホントに苦しいよ……」と絞り出すような声で語った。 
　野党共闘のあり方には関心が高い。民進党は本気で政権を取りにいく気があるのか、最終的にはどの方向に進むつもりか。共闘のあり方がそんな疑問の答えになるからだ。代表選では共闘について明確にしてほしいのに、論点は不透明で、候補者の主張は逃げ腰にさえ映る。そんな民進党が広く信頼を得る政党として根本的に変わるには何をすればいいのか−−。 
分裂上等、出直し期待 
　「民進党が打てる手というのはもう、保守系の『第２自民党』みたいな勢力か、社民党寄りのリベラル系の勢力か、党内をはっきり分けることしかない。本当なら、代表選は、両側から代表者がそれぞれ立候補して、徹底的にガンガン議論し合い、負けた側が民進党から出ていくぐらいのことをすべきだったんです」 
　厳しい口調でこう話すのは、野党共闘の必要性を指摘する室井さんだ。「党を割ってでも」徹底した議論が必要な理由について、こう続ける。「今、重要なのは、安倍自民の政治を嫌う多くの人を取り込み、その行き過ぎを食い止めることでしょ。自民党の対抗軸になるためには、第２自民党みたいな勢力ではなく、社民党寄りのリベラル系の勢力が民進党の前面に立つべきだと、私自身は思いますよ」 
　党が分裂すれば弱体化は加速しそうだが、上久保さんも否定しない。上久保さんは、現在の民進党がすぐに政権の座に返り咲くのはかなり難しいとしたうえで、こう話す。「民進党の議員たちは、自分たちの代で政権を取り戻そうとせず、２０年ぐらいかけ、コツコツと政策ベースで若手を育てることをまず、すべきでしょう。その意味では、党内で政策が全然合わない人たちが分裂したっていいと思います。むしろ分裂して、地道に政策議論をしながら出直す方が国民の気持ちに響くのではないでしょうか」 
　東さんも、重要なのは政策であり、将来像を示すことだと訴える。「自民党や共産党と異なり、民進党は歴史も浅く、アイデンティティーが弱い。大事なのは、一回、小さくなることも覚悟で、アイデンティティーを取り戻すことです。民主党が以前訴えていた『コンクリートから人へ』でもいいじゃないですか。自公政権下で東日本大震災の被災地は今、防潮堤などコンクリートだらけ。問題提起すれば耳を傾ける国民はいっぱいいるはずです。どんな国を作り、未来へのビジョンを持つのか。十分に議論し、国民に示す政党になってほしい」 
　原点に立ち返り、地道に政策論争を重ねる。民進党に求められるのは、選挙で勝つための党勢の拡大や派手なパフォーマンスではないのだ。 
「長期的に育てる」国民も覚悟を 
　いつか政権を取り戻す日に向け、地道な環境作りも必要とされる。旧民主党時代に自民党に対抗する政策を提案した知識人グループ「リベラル懇話会」のメンバー、明治学院大教授の稲葉振一郎さん（社会倫理学）はまず、「足場を支える人たち、草の根の支持者を広く集めることが重要」と言う。さらに「政権を取ろうというなら、政策研究をするブレーンスタッフをきちんとそろえるべきだ」とも話す。 
　民進党の党員・サポーター数は６月６日時点で２４万２９０７人と過去最多だった民主党時代の２０１０年（３５万５０８人）から１０万人超も減った。大都市から地方まで支持者の裾野を広げる努力は欠かせない。そのうえで腰をすえて政策論争に取り組める基盤作りも不可欠といえる。 
　一方、東さんは「日本という国の政治文化の健全化のためには、やはり強い野党が必要です。そうでなければ、与党があぐらをかき、まじめにやらなくなる。国民も民進党にチャンスを与えなければならない。長期的に野党を育てていくしか、選択肢はないんだから」とし、国民側にも忍耐強さが必要だと呼び掛ける。 
　民主党政権時代の「失政」の記憶を引きずり、「民進党よりはまし」と安倍政権を支える側に回るだけでいいのだろうか。国民自身も、改めて野党の役割を問い直さなければいけないのかもしれない。 
民進代表、次期衆院選で共産と協力訴え 
日経新聞2016/9/7 19:18
　民進党の岡田克也代表は７日、横浜市で開かれたＵＡゼンセン定期大会で、次期衆院選での共産党などとの選挙協力の必要性を訴えた。「野党候補者が複数立てば与党を利する。共産党が出さなければ小選挙区で勝利できる方は倍増すると思う」と語った。
　岡田氏は共産党に関し「基本的理念や政策が異なる中で、ともに連立政権をつくることは全く考えていない」とも指摘。「他党に『候補者を出すな』と言って『わかりました』となるほど政治は簡単ではない。政党、リーダー同士の信頼関係が重要だ」と訴えた。
核兵器「先制不使用宣言」採用見送りへ…米政権

読売新聞2016年09月07日 19時45分

　【ビエンチャン＝大木聖馬】ベン・ローズ米大統領副補佐官は６日、オバマ政権が核兵器の「先制不使用宣言」を採用しない方針であると明らかにした。

　ローズ氏は「（先制不使用）宣言を検討するならば、間違いなく同盟国と相談する」と述べ、「重要なことは、我々の安全保障に関する約束は岩のように堅固であり、今後もそうあり続けることだ」と述べ、米国が核使用に関する従来の方針を継続する考えを示した。

　米紙ニューヨーク・タイムズも６日、複数の米政府高官の話として、オバマ氏が先制不使用宣言の採用を諦めたようだと伝えた。政府高官が検討会議を開き、採用すれば、ロシアや北朝鮮に米国が弱腰と誤解させ、日本や韓国などの同盟国を混乱させるなどの意見が相次いだという。

放射能問題の講演会、栃木県と大田原市が後援不承認　「立場の違い」理由に
下野新聞9月7日 朝刊
　県北の市民団体が那須塩原市内で22日開くノーベル賞受賞者らの講演会について、後援申請を認めるかどうかで自治体の対応が分かれている。同市と那須町が認める一方、県と大田原市は、放射能問題への立場の違いから「積極的に支援できない」として不承認。団体側は反発している。
　講演会は県北で子どもの甲状腺検査に取り組む「低線量被ばくと健康プロジェクト」などが主催。ノーベル物理学賞を受賞した益川敏英（ますかわとしひで）京都大名誉教授が「３・11後の今をどう生きるか」をテーマに語るほか、内部被ばく問題に詳しい沢田昭二（さわだしょうじ）名古屋大名誉教授が登壇する。
　団体は５～６月に県と県北３市町へ後援申請。県、大田原市の担当者は取材に「有識者らの議論を踏まえ、われわれは検査が不要との立場。後援によって検査を推進しているとの誤解を与えかねないと判断した」と口をそろえた。
　田代真人（たしろまさと）代表（73）は「催しは原発事故後の社会と科学との向き合い方を考える目的。考え方が違うといって後援を認めないのは、多様な意見を認め合う地方自治の在り方としておかしい」と憤る。
「沖縄は一人じゃない」　元米兵らも高江で座り込み

沖縄タイムス2016年9月7日 07:13

米退役軍人らでつくる団体VFPもヘリパッド建設に抗議し行動

イラクで戦争の恐ろしさを知る男性「だから高江も止めるんだ」

元大尉は海兵隊の沖縄駐留を疑問視「有事に軍事的役割果たせず」

　米退役軍人らでつくる平和団体ＶＦＰ（ベテランズ・フォー・ピース）のメンバーが、沖縄県東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設に反対する市民らとともに、工事車両を止めようと道路上に座り込み、警察機動隊と激しくぶつかっている。「私たちは戦争がどういうものか知っている」。ベトナムやイラク戦争を経験し、むしろ米軍が世界各地で紛争を巻き起こしていることを肌で知るメンバーが、米軍基地の機能強化に向けた工事に「ノー」を突きつける。（北部報道部・城間陽介、伊集竜太郎）



「海兵隊の沖縄駐留は必要ない」と訴えるマシュー・ホウさん＝５日、宜野湾市野嵩の普天間飛行場ゲート前



仲間とスクラムを組み、座り込むウィル・グリフィンさん（右）＝５日午前１０時５５分、東村高江



拡大する
「海兵隊の沖縄駐留は必要ない」と訴えるマシュー・ホウさん＝５日、宜野湾市野嵩の普天間飛行場ゲート前



仲間とスクラムを組み、座り込むウィル・グリフィンさん（右）＝５日午前１０時５５分、東村高江

「日本の警察はまだ優しいね」 

　５日午前、背中に「やんばるの森を守ろう」などと記された黄色いＴシャツを着た３１～７９歳のメンバー６人は座り込んだ。機動隊員４人に両手両足を捕まえられて排除されるが、何度も座り込む。ウィル・グリフィンさん（３１）は「日本の警察はまだ優しいね。米国だったら蹴り飛ばされ、もっと乱暴な扱いを受けるだろうよ」と笑い飛ばす。

　マイク・ヘインズさん（４０）はイラク戦争を経験。テロリストがいるとされた家屋の玄関を片っ端から壊し、中に入った。「でも普通の家族ばかり。米情報部からの多くの情報は間違いだった。私たちがテロリストだったことが分かった」。今でも家の中で泣き叫ぶ子どもたちの声が脳裏から離れない。マイク・ヘイスティーさん（７１）は「米軍が世界各地でやっていることを止めないと、世界中を破壊するおそれがある」。だから高江も止めている。

　世界に約８００カ所ある米軍基地で韓国、ドイツ、エジプト各地で反基地運動が起きているという。グリフィンさんは現場を離れる際、こう付け加えた。「沖縄は一人じゃない」

　メンバーは高江の闘いを「海兵隊より勇敢だ」と評し、今後も連帯した闘いを誓った。

■「海兵隊の沖縄駐留は意味なし」

　キャンプ・シュワブの第３海兵師団戦闘強襲大隊で大尉を務めたマシュー・ホウさん（４３）は６日までに沖縄タイムスの取材に応じ、中国や朝鮮半島の有事で、「在沖海兵隊は決定的な役割を果たせない。沖縄に駐留する軍事機能的な必要性はない」と主張した。

　ホウさんは１９９８年から２００９年まで米海兵隊に所属し、００～０２年の３年間、沖縄に駐留した。

　日米両政府は海兵隊の沖縄駐留の理由として、潜在的紛争地域に対する地理的優位性や抑止力維持を挙げるが、元海兵隊幹部は「駐留の必要はないが、地元住民が反対するから出ていくというわけにはいかない。周辺諸国に米国の力を見せつけたいという意味はあっても、軍事的な意味はない」と疑問を投げ掛ける。

　在沖海兵隊が、兵士を運ぶ大型の艦船や航空機といった輸送手段を持たないことが問題と指摘。中国や朝鮮の有事では米本土から海兵隊員を運び、沖縄の海兵隊員は「最後まで置き去りになる」との見方を示す。さらに米軍の朝鮮有事作戦計画（ＯＰＬＡＮ）でも、真っ先に駆けつけるのは米本土の部隊であることが明らかになっていると証言した。（特別報道チーム・福元大輔）

しんぶん赤旗2016年9月8日(木)

ヤンバルの森まるで“戦場”　沖縄　米軍北部訓練場の実態　「海外」模した集落・上陸訓練

　沖縄県国頭郡東村と国頭村にまたがり、米海兵隊が本国以外で唯一もつジャングル戦闘訓練センター（ＪＷＴＣ、北部訓練場）。同センターに近い東村高江地区では、垂直離着陸機・ＭV２２オスプレイのための離着陸帯（ヘリパッド）をめぐり「建設が強行されれば爆音と墜落の危険などで暮らしていけない」と訴える住民を、全国から大量動員した機動隊で排除する安倍政権の無法と暴走に県民の怒りは強まるばかりです。同訓練センターを視察した日本共産党の伊佐真次村議に聞きました。（山本眞直）

国頭郡東村　伊佐真次村議に聞く

　米海兵隊のジャングル戦闘訓練センターを東村議会が視察したのは７月末で、８人の全村議が参加しました。

実際の戦場想定

　米海兵隊の兵たん担当中尉が現場で説明に立ち、一部訓練のもようが公開されましたが、普段、基地の外から見ているよりも実際の戦場を想定した激しい訓練が行われていることを強く感じました。

　訓練場には「第三国を模した集落」というのがあり、木造の平屋ですが内部には銃を構えた海兵隊員が待機していて殺伐とした空気でした。同様な集落は複数カ所あるといいます。

　オスプレイの配備にしても、離着陸帯の建設強行でも「日本防衛の抑止力」「県民の負担軽減」を政府は口にしています。しかしなぜここに「第三国」が出てくるのか。実際には日本以外の海外で、つまり地球規模での米軍の作戦行動をするための訓練センターになっている。海兵隊が日本防衛とは関係ない「殴り込み部隊」であることを実感させられました。
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（写真）沖縄県東村伊佐真次党村議


　事実、説明した中尉はイラク戦争では、１０年間で１８００回もここで戦闘訓練をして出撃したと自慢げに語っていました。
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（写真）オスプレイによる兵士つり下げ訓練＝２０１４年３月２８日、沖縄本島の北部訓練場（日本共産党北部地区委員長＝当時＝の宮里昇氏撮影）


　訓練場には兵舎や宿舎があり、２階の窓からはヤンバル（沖縄本島北部地域一帯）の美しい緑が満喫できます。しかし米軍は、このヤンバルの森を「殺し、殺される」戦争のための訓練場として最大限に使おうとしています。

　オスプレイパッド建設に反対する住民への政権によるなりふり構わない暴力的な排除の背景に、こうした戦争のための米軍基地建設、機能強化が隠されていることを痛感させられました。

　中尉は「ビーチアクセス」を力説しました。オスプレイパッド建設と合わせてＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委員会）合意で新たに設定した上陸訓練のための土地と水域の提供による安波地区のことだと思います。これは沖合に停泊した強襲揚陸艦からボートで宇嘉川の河口まで接近し、陸路で訓練センターまで進撃する作戦を想定したものと言われています。現にこの地区には歩兵部隊による「歩行訓練ルート」が設定されています。

　中尉は同訓練センターで昨年から年間８０００人が訓練しているといいます。

負担軽減に逆行

　こうした新たな訓練が加わるならば、政府がことあるごとに口にしている「県民の負担軽減」「整理縮小」に全く逆行する事態となります。

　私たちはこの１０年余にわたって静かな暮らしと自然を破壊するヘリパッドはいらない、と住民の会をつくり反対してきました。オスプレイの昼夜を分かたない激しい訓練のためのオスプレイパッド建設の暴走からヤンバルの森と暮らしを守りたい、ここを“戦場の村”にしたくない、との思いを広げ、なんとしても白紙撤回を実現させたい。
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建設阻止へ集中行動　市民ら「ヘリパッドいらない」　沖縄・高江
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（写真）雨脚が強まる中で抗議集会に集まる人々＝７日、沖縄県東村高江


　沖縄県東村高江で７日、米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設工事に抗議する「集中行動」が取り組まれました。 

　台風１３号や低気圧の影響で早朝から大荒れの天候となる中、約２００人が参加しました。機動隊が市民と対峙（たいじ）するように配置され、緊張感が高まる中で抗議集会が開かれました。

　沖縄統一連の瀬長和男事務局長は「すでに２カ所のヘリパッドが建設され、高江の子どもたちはオスプレイの騒音で夜も眠れないほど苦しめられている。あと４カ所も造られたら、誰が住民の命と健康を守れるのか」と批判し、ヘリパッドいらない住民の会の宮城勝己さん（６３）は「政府は全国から機動隊を動員して人々を弾圧し、ヘリパッドを完成させようとしている。大変な苦境にあるが、力を合わせて頑張りたい」と決意を述べました。

　日本共産党から比嘉瑞己、瀬長美佐雄、玉城武光の各県議が参加。比嘉氏は「やんばるの森も辺野古の海も沖縄県民のもの。（米軍基地を）無条件で返還させることこそ道理ある道だ」と強調しました。

　那覇市から参加した男性（４１）は「県民の団結が強まれば、基地のない未来をひらく運動になると信じています。非暴力で整然と抗議し続けたい」と語りました。

　機動隊が米軍北部訓練場「Ｎ１地区」ゲート前に市民を近づかせないように規制し、迂回（うかい）させたダンプカー１０台とトレーラー２台で砂利と重機の搬入を強行しました。

「秘密保護法は違憲」弁護士の訴え棄却　東京高裁
朝日新聞デジタル」2016年9月7日12時46分
　特定秘密保護法は憲法違反だとして、静岡県弁護士会所属の藤森克美弁護士が国を相手に、違憲無効の確認などを求めた訴訟の控訴審判決が７日、東京高裁であった。深見敏正裁判長は、藤森弁護士の請求を退けた一審・静岡地裁判決を支持し、控訴を棄却した。
　藤森弁護士は、同法違反に問われた被告を弁護するために情報を得ようとすると、弁護人も罪に問われる恐れがあるとして、「弁護権を侵害している」と主張。２０１４年２月に提訴した。今年２月の一審判決は、「具体的な権利侵害が生じているとは言えない」として訴えを退けた。
　同法をめぐっては、フリージャーナリストら約４０人も１４年３月、「取材活動を萎縮させられ、取材が困難になった」として違憲の確認などを求める訴訟を起こした。今年４月の二審・東京高裁判決は、「同法が取材を従前より制約しているとは言えない」として、請求を退けた一審判決を支持。ジャーナリスト側が上告している。
パナマ文書購入し課税調査　1億円超でデンマーク

共同通信2016/9/7 23:35

　【ロンドン共同】デンマーク政府は7日、タックスヘイブン（租税回避地）の実態を暴いた「パナマ文書」の一部データを匿名の情報提供者から900万デンマーククローネ（約1億3800万円）で買い取ったことを明らかにした。自国民の課税逃れを調査するためで、政府によるパナマ文書の購入が判明するのは初めて。英紙ガーディアン（電子版）が伝えた。

　政府は500～600人を対象に税務調査に乗り出す方針だ。既に国内の8銀行に税務調査に入った。データは他国の政府から紹介を受けた匿名の情報提供者から買ったという。

川内原発停止、九電は応じない方針　三反園知事が再要請
朝日新聞デジタル2016年9月7日19時30分

九電に対する原発停止再要請後、記者の質問に答える鹿児島県の三反園知事＝７日午前１０時５１分、福岡市中央区の電気ビル共創館、河合真人撮影
　鹿児島県の三反園（みたぞの）訓（さとし）知事は７日、福岡市の九州電力本店隣のビルで瓜生（うりう）道明社長に会い、川内原発（鹿児島県薩摩川内市）を直ちに停止して再点検するよう改めて求める再要請書を手渡した。九電は週内にも回答する意向だが、即時停止に応じない方針は変えない。
　三反園知事は８月２６日に川内原発を直ちに停止するよう要請したが、九電は１０月以降の定期検査入りまで稼働を続け、定期検査と別に追加の「特別点検」を実施する方針を今月５日に回答していた。再要請書では、九電が停止要請を拒んだことを「極めて遺憾」と批判。即時停止を重ねて求めるとともに、避難道路の整備や避難支援のための車両の追加など住民の安全対策の上積みを求めた。
　三反園知事は「できるだけ早く停止して検証していただきたい。県民の安全を守るため、ぜひご英断を」と話し、瓜生社長は「真摯（しんし）に検討したい」と応じた。
　再要請への対応について報道陣に問われた瓜生社長は、「特別点検を徹底的にやりたい」と述べ、即時停止を拒む考えを改めてにじませた。「住民の皆様の不安軽減には少しまだ足りないということでは」とも語った。避難道の整備への協力や避難車両の追加配備には応じる構えだ。
　三反園知事の要請の背景には、４月の熊本地震後に高まった住民の不安がある。九電の回答のうち、特別点検の実施や避難車両の配備などについては一定の評価をしていた。
産経新聞2016.9.7 06:59更新 
【国民の自衛官横顔（１）】ＰＫＯ早期展開支援　訓練に尽力　陸自研究本部の岡崎倫明３等陸佐（５４）　

定年後も発展途上国のへの支援に協力したいと話す岡崎倫明３等陸佐＝８月２日、東京都練馬区大泉学園町の朝霞駐屯地 
　陸自施設学校でカンボジアなど発展途上国に対する能力構築支援事業を担当していた昨年９～１０月、ケニアで国連として初めて行われた国連平和維持活動（ＰＫＯ）早期展開支援の試行訓練に、チーム長として参加した。参加４カ国の軍人に建設機械の操作方法を指導し、各国との信頼関係醸成にも寄与。「事業に携われたことがありがたく、受章できて光栄に思う」と万感の思いを口にした。
　試行訓練はＰＫＯの早期展開のため、道路などのインフラ整備能力を向上させることなどが目的だ。しかし、６週間でブルドーザーなど４つの重機の操作を教える訓練は、スタート前から前途多難だった。
　中には車の免許さえ持っていない者がいた。また、ある国の幹部は技術指導に対し「覚える必要はない」と反発。「なぜ覚える必要があるのか」を理解させるところから始まった。納得させてから指導を進めると、反発していた幹部も「俺に最初にやらせろ」と積極的な姿勢をみせるようになったという。
　訓練は実り、「住む場所を準備するから国に来てくれ」と参加者から声が上がるほど深い信頼関係を築くこともできた。「日本の教育なら、どこでやっても能力を高められる」という自信にもつながった。
　来年８月には定年を迎えるが、「今後も早期展開支援は続く。知恵を貸してほしいと言われれば、必要なことを伝える」と協力を惜しまないつもりだ。（宮野佳幸、写真も）
　◇
　防衛省・自衛隊の各専門分野での地道で顕著な功績を表彰する「第１４回国民の自衛官」に選ばれた１０人と２部隊の横顔を紹介する。表彰式は１０月１２日午後２時から、東京都新宿区のホテルグランドヒル市ケ谷で行われる。
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川内停止　再び要請　三反園鹿児島県知事、九電社長に
　鹿児島県の三反園訓（みたぞのさとし）知事は７日、福岡市の九州電力本店を訪れ、九電川内（せんだい）原発１・２号機（鹿児島県薩摩川内市）をいったん停止し再点検するよう、瓜生道明（うりうみちあき）社長に再度要請しました。

　三反園知事は「私は知事として県民の安全を守らなければなりません。できるだけ早く停止して検証していただけないか。改めて要請したい」と瓜生社長に切り出しました。川内原発周辺を視察した際に寄せられた、避難道路の確保や３０キロ圏内の避難車両不足に対する住民の不安の声を紹介。早期の回答を求め、「県民の安全を守るため、ぜひ社長のご英断をお願いしたい」と訴えました。

　面会後の記者会見で三反園知事は「福岡に来て直接社長に要請したということは、（県民の安全への）強い思いの表れとご理解していただきたい」「一番重要なものは住民の安全。安全なくして次はない」と語りました。瓜生社長は「住民の不安軽減につながるよう（定期検査での）特別点検を徹底的にやりたいという思い。（要請に応じられるかは）分からない」と語りました。

　三反園知事は、先月２６日に川内原発を運営する九電に要請書を提出。九電は定期検査で運転停止を予定しているとし、即時一時停止については応じないと回答していました。

産経新聞2016.9.7 10:30更新 
【社説検証】三反園訓・鹿児島県知事が川内原発停止要請　朝毎東は三反園氏を支持「要請は有権者の支持得た」　産経「根拠ないまま九電に圧力をかけるやり方許されない」
　鹿児島県の三反園訓知事が川内原発（同県薩摩川内市）の即時停止を要請した。東日本大震災後の新規制基準下で再稼働した、国内で唯一、営業運転中の原発である。一時停止は三反園氏の選挙公約だったが、もとより知事にその法的な権限はない。三反園氏の動きを産経、読売は批判、日経も疑問視し、朝日、毎日、東京は支持した。
　三反園氏が川内原発１、２号機の運転停止を九州電力の瓜生道明社長に申し入れたのは８月２６日だった。産経は２０日付の主張（社説）で、「権限がないことを公約にして当選したのだから、三反園氏は県民に謝罪した上で取り下げるべきではないか」と促していた。
　産経など３紙の論旨はこうである。三反園氏は川内原発周辺の活断層調査や施設の点検などを求めているが、「検証を要請した項目は、原子力規制委員会の審査で確認済みのものばかりである」（読売）。「熊本地震で県民の不安が高まった」というが、同地震の際、川内原発での揺れは小さく、「規制委は熊本地震の後に改めて安全性を確かめている」（日経）。それでもなお、一時停止を求めるのであれば、「不安を作り出しているのは知事」であり、「根拠のないまま九電に圧力をかけるようなやり方」は許されないと産経は断じた。
　読売は「７月の知事選の際、三反園氏は、反原発を掲げる候補が出馬を取りやめることを前提に、『原発停止の申し入れ』などで政策合意をした経緯がある。川内原発の現地視察もしていない中での停止要請である。支援を受けた反原発派向けのパフォーマンスの側面もあるだろう」とも指摘した。
　これに対し、朝日など支持３紙は、知事に権限がないことを認めながらも、「三反園氏は７月の知事選で川内原発の一時停止を主張し、再稼働を認めた現職を破って当選した経緯がある」（朝日）、「要請は４月の熊本地震を重視した三反園知事の選挙公約で、多くの有権者の支持を得た」（毎日）と停止要請の正当性を訴え、九電や政府にこれを重く受け止めるよう求めた。
　朝日は、三反園氏が要請した活断層調査などは「いずれも、事故を防ぎ、あるいは事故が起きた場合に被害を最小限に食い止めるために必要なことだろう」とし、「熊本地震では震度７の大地震が連続して起きるという想定外の事態に直面した。それが住民の不安や知事の判断のきっかけとなったことを忘れてはなるまい」と説いた。
　九電は即時停止要請には応じられない旨を回答したが、川内原発１、２号機はそれぞれ１０月、１２月から定期検査のため、約２カ月間停止する。政府は、原発が規制委の安全審査に合格し初めて再稼働する際、「地元の同意」が前提条件としており、川内原発については、前知事と県議会、薩摩川内市が同意した。だが、定期検査後の運転再開をめぐり、三反園氏と九電の間で摩擦が起きる可能性がある。朝日は「点検後に再び稼働させようとする際、知事が九電の対応に満足できなければ、その反対を押し切って動かすことは現実には難しかろう」との見解を示している。
　産経は九電の拒否回答を「適切な判断、対応」とし、「知事の強権に屈して妥協するのではなく、原発の安全を最優先に運転継続を図る。電力の安定供給と二酸化炭素の排出削減という、電力会社の社会的使命を貫く姿勢も同時に示す」ものだと評価した。いったん地元同意が得られ稼働した原発が、首長の交代で停止を余儀なくされては、電力の安定供給が脅かされる。三反園氏には冷静で真摯（しんし）な対応を求めたい。（内畠嗣雅）
◇
　■鹿児島県知事の原発停止
　要請をめぐる主な社説　
　【産経】
　・知事が不安創出の震源か　（８月２０日付）
　・知事は対話をなぜ避ける　（９月６日付）
　【朝日】
　・九電は懸念と向き合え　（８月２７日付）
　【毎日】
　・知事の停止要請は重い　（８月２７日付）
　【読売】
　・三反園知事は拳をどう下ろす　（８月２７日付）
　【日経】
　・原発停止を求めた鹿児島県知事への疑問　（８月２８日付）
　【東京】
　・真価は秋に試される　（８月２７日付）
 
社説　５兆円超要求　防衛費の歯止めどこへ
中日新聞2016年9月7日
　厳しい国際情勢下とはいえ、防衛予算を際限なく増やしていいわけはない。軍拡競争の泥沼に陥らないためにも適切な歯止めが必要だ。防衛力整備に、いま一度「節度」を取り戻すべきである。
　防衛予算の二〇一七年度概算要求は、米軍再編関係費などを含めて過去最高の総額五兆千六百八十五億円。安倍晋三首相が再び政権に就いて編成した一三年度以降、五年連続の前年度比増である。
　一七年度概算要求には、新型三千トン級潜水艦（一隻七百六十億円）、Ｆ３５戦闘機（六機九百四十六億円）、垂直離着陸輸送機オスプレイ（四機三百九十三億円）など巨額の防衛装備品（武器）取得を盛り込んでいる。
　いずれも中国の海洋進出活発化に伴い、周辺海空域や島しょ防衛の強化を目的としたものだ。
　また、北朝鮮の核・ミサイル開発に対応し、ミサイル防衛関連経費千八百七十二億円を計上した。
　国民の命と暮らしを守る使命を果たすため、防衛力を適切に整備するのは政府の役目ではある。
　ただ、財源には限りがある。五兆円を超える巨額な予算だ。そもそも防衛予算はどの水準が妥当なのか、社会保障や教育など、ほかの予算とバランスは取れているのかなど、精緻な検証が必要だ。
　安倍内閣は一三年十二月に閣議決定した中期防衛力整備計画で一四年度からの五年間の防衛予算の総額を「二十三兆九千七百億円程度の枠内」と定めている。
　しかし、このまま防衛予算が増え続ければ、当初予算だけで二十四兆円弱という枠を突破する。毎年二千億円程度の補正予算分を含めればさらに膨れ上がる。
　安倍政権が昨年成立を強行した安全保障関連法との関連も気掛かりだ。自衛隊の活動範囲が広がれば新たな装備や訓練が必要だ。政府は否定するが、防衛予算の膨張が避けられないのではないか。
　政府は防衛費を国民総生産（ＧＮＰ）比１％以内に抑える枠の撤廃後も「節度ある」防衛力整備の方針を堅持してきたが、安倍内閣が一三年に決めた新しい防衛大綱からは「節度」が消えた。
　国際情勢の変化を理由に防衛力を増強し、軍事大国化の意図ありとの誤ったメッセージを発信すれば、周辺国に軍備増強の口実を与え、逆に緊張を高める「安全保障のジレンマ」に陥りかねない。
　地域の安定には、あくまで抑制的な対応と外交努力が必要だ。先の大戦のごとく軍事予算を聖域化する愚を再び犯してはならない。
 社説　民進党代表選　信頼回復への道筋示せ
秋田魁新報2016年9月7日 掲載 
　民進党代表選に蓮舫代表代行（４８）、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）が立候補し、論戦を展開している。１５日の投開票に向け、仙台市など全国１０カ所で候補者集会を開き政策をアピールする。野党第１党の党首として政権を目指せるリーダーであるかどうかが問われている。安倍政権との対立軸を明確に示し、広く国民の関心を呼び起こすべきだろう。
　３氏がまず強調するのは、国民の信頼の回復だ。２００９年からの旧民主党政権は、マニフェスト（政権公約）に掲げた無駄遣いの根絶による財源捻出の頓挫や東京電力福島第１原発事故への対応のまずさ、消費税に関する党内対立などで批判を浴び、１２年の衆院選で政権の座から転落した。
　その後も１３年参院選、１４年衆院選と惨敗が続き、今年７月の参院選も改選４３議席を３２に減らして「敗北」。ただし、共産党などとの野党共闘の効果により、改選１人区で野党系が１１議席を獲得し前回の２議席から持ち直したことから、「党勢回復に向けた足掛かりを得ることができた」と総括した。
　新代表に求められるのは、そのステップを踏まえ、信頼回復への道筋を描けるかどうかだ。新代表の３年間の任期中に行われる次期衆院選に向け、政権交代の受け皿となるための準備を急ぐ必要がある。本県を含め脆弱（ぜいじゃく）とされる地方組織の強化も待ったなしの課題だ。
　３氏の主張は将来不安の払拭（ふっしょく）という点で共通する。「全てのライフステージで安心を取り戻す」（蓮舫氏）、「みんなが少しずつ負担し、受益者になり、格差をなくす」（前原氏）、「『子ども国債』を発行して子ども・子育て予算を倍増する」（玉木氏）などだ。安倍政権下での格差拡大の解消を目指す施策だが、かつてつまずいた財源捻出や財政再建と併せて議論すべきだ。
　憲法改正については３氏とも議論を拒まない姿勢だが、蓮舫氏が「憲法９条を守る」と主張しているのに対し、前原氏は「自衛隊の位置付けを党内で議論すべきだ」と９条改正に踏み込み、リベラル派から保守派までを抱える党内事情を示した。
　代表選で幅広く議論を戦わせる一方、新代表が決まったら、その政策を核に党が一枚岩となって進むことが大切だ。寄り合い所帯ともいわれる党内の混乱が一因となり、政権を明け渡した苦い経験を忘れてはならない。
　政治改革の一環として衆院選で小選挙区比例代表並立制が導入されてから２０年。この制度は小選挙区で多くの死票が出るデメリットがあるが、二大政党制への流れが生まれ、失政が政権交代につながるという緊張感をもたらす効果があるとされる。
　だが、「自民１強」下で制度の趣旨が揺らいでいる。民進党が再び政権交代の一翼を担えるのか、今回の代表選の持つ意味は小さくない。３氏はその重みをしっかり認識してほしい。
社説　憲法の岐路　民進代表選　強靭な対抗軸の確立を
信濃毎日新聞2016年9月7日
　民進党の代表選に立候補している３氏がそろって、国会での憲法論議に前向きに取り組む考えを表明した。
　政党である以上、衆参の憲法審査会を舞台とする審議に全く応じないのは現実的な選択肢になりにくい。国民の前で堂々と意見を戦わせ、次の選挙で支持を訴えるのが政党の取るべき態度である。
　半面、安易に応じると改憲のアリバイ作りに手を貸す結果を招く心配も否定しきれない。
　憲法問題で民進党が建設的役割を果たすには、安倍晋三首相の改憲路線に対する強靱（きょうじん）な対抗軸を確立し、国民に訴えかけるのが先決だ。代表選をそのための機会にしてもらいたい。
　３氏は代表選に向けた記者会見で、自衛隊の国防軍化や天皇の国家元首化をうたう自民改憲草案には反対と明言した。その上で「当然、審議には乗っていく」（蓮舫氏）など、議論そのものは拒まない姿勢を打ち出した。
　審議に臨む姿勢として、蓮舫氏は「憲法９条、平和主義を守る」と強調。前原誠司氏は「自衛隊の位置付けをしっかり議論すべきだ」と具体的項目に触れた。玉木雄一郎氏は「党内で１年をめどに憲法提言をまとめるべきだ」と党内論議の加速を呼び掛けた。
　岡田克也代表は安倍政権の下では改憲論議に応じない姿勢を保ってきた。首相が従来の政府の憲法解釈を強引に変更して集団的自衛権行使を容認するなど、憲法秩序を軽視する政策を進めたことをその理由に挙げている。
　例えば１月の衆院代表質問だ。憲法は権力乱用から国民を守るもの、とする立憲主義の基本を首相は理解していないと追及。「安倍首相の下での憲法改正は極めて危険」と断じた。
　憲法を軽んずる首相とは改憲の話はしない―。これはこれで一つの見識と言える。
　３氏が憲法審議に応じようと思うなら、党内で議論を深めるとともに、首相の姿勢がなぜ問題なのか、どう改めさせるのか、国民に説明する必要がある。
　民進党の前身である民主党は、党の決定に議員が公然と反旗を翻すことがしばしばだった。下野した一因は党内ガバナンス（統治）の弱さにある。
　政治に緊張をもたらすにはしっかりした野党が欠かせない。信頼に足る政党である証しを、代表選で示してもらいたい。 

社説　今、憲法を考える（９）　ルソーの定義に学べば

東京新聞2016年9月8日

 　国家とは法人である。国民との間で、社会契約が結ばれている。そして戦争は国家と国家の間で生じる。つまり、戦争とは他国の社会契約を攻撃することだ－。

　ルソーは戦争をそう定義した。十八世紀に活躍した思想家で、「社会契約論」などで有名だ。フランス革命時の人権宣言に影響を与えた。「戦争状態は社会状態から生まれるということ」（ルソー全集四巻）にこう記す。

　＜ある主権者に戦争を挑むとはどういうことだろうか。それは国家の協約とその結果生じるあらゆる現象とを攻撃することだ。（中略）社会契約がただの一撃で断ち切られるようなことがあれば、たちまち戦争はもう起きなくなるに違いない＞

　社会契約を暴力で断ち切るのだから、憲法原理が変われば戦争は終わる。憲法学者の長谷部恭男早大教授は「ルソーの想定は、単なる空理空論ではない」と著書「憲法とは何か」に書いている。そして、東欧諸国が共産主義の憲法を捨て、議会制民主主義を採用した事例を挙げる。確かに「冷戦」という戦争は終結した。

　自民党は憲法を全面改定する草案を掲げ、安倍晋三首相が「それをベースに」と改憲を呼び掛けている。本丸は国防軍の創設だといわれる。だが、日本国憲法は軍事力を持つようにできていないので、九条を変えれば、書き換えねばならない箇所がいくつも出てくる。例えば首相の職務には軍事の規定が入るであろう。

　そもそも現行憲法とは思想が相いれない。立憲主義では憲法は「名宛て人」を国家にして、権力に憲法を順守させる。草案は国民に順守させる書きぶりだ。しかも、「公益」や「公の秩序」の方を人権より上に位置付ける。権力ではなく、国民を縛ろうとするのは立憲主義の放棄であろう。

　憲法改正の限界説も無視している。日本国憲法のアイデンティティーを損なう改正は限界を超えて、不可能と考える学説である。人権や国民主権、平和主義は三大原則と呼ばれるから本来、手を付けられないはずだ。草案は世界でも先進的な平和的生存権もばっさり削る。国民に国防義務を負わせることと関連していよう。

　自民党草案が仮にそのまま成立するなら憲法破壊となる。憲法典の転覆だから、法学的意味で「革命」と指摘する声もある。ルソーに学べば社会契約に対する戦争と同じ事態だともいえる。
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